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本県におかれましては、新型コロナウイルス感染症対策について、懸命な対

応を続けられていることに感謝と敬意を表します。 

公明党は１月２７日に「新型コロナウイルス感染症対策本部」を立ち上げ、

様々な対応に取り組んできたところです。同本部設置を受けて、公明党山形県

本部内において３月９日（月）に対策本部を設置し、県内の事業所（者）を対

象に緊急影響調査や関係団体等に対してのヒアリングを実施してまいりまし

た。 

３月３１日に山形県内で初めての感染者が米沢市で確認されてから連日、新

たな感染者が確認されている現状です。 

未知のウイルスが刻一刻と侵攻するなか、それに適応して早急に実効性ある

対策を講じなければなりません。先ずは、感染拡大の防止策を強化することで

いち早く収束を図ることが求められております。 

更に、昨年の台風１９号被害や少雪問題、大沼デパート破綻に続き「新型コ

ロナウイルス感染拡大」と続く有事に、企業経営や教育文化活動、県民生活に

大きな影響を及ぼし、改善や回復に希望が持てない現状です。今般の新型コロ

ナウイルス感染拡大に伴う影響調査活動等により、現場の切実な声を聴くとと

もに多くの要望を頂きました。その結果を受けて、以下の通り各分野ごとに政

策としてまとめましたので、今後の対策に反映していただきますよう提言いた

します。 

 

 

 

 

  

 



１【医療提供体制の課題】 
 

① 本県対策本部と保健所や医療機関においては、国の手引きに基づいた連携体

制を強化し、県民に対して最善の医療を提供するため、刻々と変化する情報

を共有し、様々なシナリオを想定したガイドラインを策定すること。 

 

② 県民に対する適切な情報提供については、厚生労働省が示す、「感染経路」「潜

伏期」「感染可能期間」等の情報及び県内の感染被害状況とその後の取組み状

況を、県民に対してＬＩＮＥやツイッター等のＳＮＳを通じて、迅速且つ分

かり易く適切な方法で提供すること。 

 

③ ＰＣＲ検査実施の判断基準については、広く県民への周知を積極的に図り、

重症化するハイリスク症例や軽症例の的確な医療対応のための行動計画を分

かり易く示すこと。 

 

④ 新型コロナウイルス感染症と診断された方、または疑われる方には、実効性

のある医療体制の確立を図ること。快復に向け必要な対応策など本人や家族

等に十分な説明を行い、不安の軽減に努めること。なお、患者・家族等の個

人情報の保護を徹底すること。 

 

⑤ 県内において感染が拡大した場合等、あらゆる事態を想定しての医療資源・

医療従事者の充分な確保と体制づくり、安全管理に努めること。 

 

⑥ 医療機関や介護施設等への医療用マスク及び消毒薬(手指消毒用エタノール

含)等の優先度に応じた供給を実施すること。また、医療的ケアを必要とする

乳幼児・児童生徒等へのマスクや消毒薬等の優先配布を行うこと。 

 

 

２【教育の課題】 
 

① 学校の臨時休校措置が取られるなか、スマートホンやタブレットを活用して

動画を配信するなど「オンライン授業」ができるよう検討を進めること。 

 

② 高等学校育英奨学資金について、新型コロナウイルスの影響で収入が減少し

た家庭も緊急枠の対象にするとともに、１２カ月一括で貸し付けたり、審査

期間を短縮するなどの特例措置を講じること。 

  



 

３【生活支援の課題】 
 

① 行政手続き等について、確定申告、運転免許証の更新、車検証など、期限

の緩和が図られていることや引っ越しに伴う住民票の移動など郵送等で来

庁不要となることなど、十分な周知につとめること。また、人の弱みに付

け込んだ詐欺が横行する恐れが高いことから、十分警戒し、被害防止に努

めること。 

 

② 本人や家族が不調を訴えたときに慌てないよう、「まず電話で相談する」

ことを徹底して周知すること。そのため感染相談窓口のダイヤル周知を繰

り返すとともに、持病のある方には掛かりつけ医への電話相談を促すと。 

 

③ 国の通達の全県民への徹底を図るために、情報を咀嚼し県民に寄り添って

正確に伝えること。たとえば、誰でも一目でわかる広報チラシの全戸配布

や町内会、地域包括支援センター、民生委員児童委員等の手元に配布する

こと。 

 

④ 生活福祉資金貸付制度の特例措置が行われているが、急を要する場合には

相談と同時に申し込みを行い、申込みの翌々営業日までに送金が行われる

よう、事務処理の迅速化を図ること。 

 

⑤ 住居確保給付金については、困窮者自立支援制度を必要とする人に情報が

十分いきわたるよう、広報の強化につとめること。また、最後のセーフテ

ィネットである生活保護の申請についても、要支援者が申請に際し躊躇す

ることがないように制度の正しい情報発信に努めること。 

 

 

４【事業継続の課題】 
 

① 無利息や低金利の融資制度が新たに創設されたが、償還期間の長期化や据え

置き期間の延長等、事態の深刻さを鑑みたキャッシュフロー対策を実施する

こと。また、地域金融機関に関しても適切かつ迅速な貸し出しを積極的に行う

旨要請されたい。その際、事業者の税や社会保険料等の滞納について直ちに事

故扱いせず、柔軟な融資への対応を強く働きかけること。 

  



② 融資制度の周知については、制度が適用するのか事業者自身が判断するには

難しい現状にある。Q＆A方式のようなチャート図を作成し、事業者がどの制度

が使えるのかを簡便にアクセスできるようにすること。 

 

③ 税の減免、緩和については、ホテル・旅館業だけではなく多くの産業に影響

が出ていることから、固定資産税、都市計画税、事業所税、法人事業税及び入

湯税の課税を一定期間免除するほか、不動産取得税の税率引き下げや、自動車

関連の諸税減免措置など、地方税の一定期間減免や緩和策を講じること。 

 

④ 官公需発注については、地域の中小・小規模事業者の経営基盤を維持するた

め、公共事業や物品調達の早期発注に具体策を講じ、最大限地元事業者が受

注できるよう努めること。 

 

⑤ ５年毎に更新が必要な旅行業登録の財産要件について、観光庁へ登録が必要

な第１種旅行業は３０００万円以上、県に登録する第２種旅行業は７００万

円以上、第３種は３００万円以上の基準資産額が必要となっている。 現状

況下、宿泊キャンセル等の対応に追われ更新登録手続きが困難になっている

事業者も多いため、更新登録時期の猶予、基準資産要件緩和などの対策を講

じること。 

 

⑥ 商店街・小売業等への支援については、再生と賑わい創出を検討し、地域限

定の割り増し商品券やポイント還元策等、需要喚起に向けた大胆な取り組み

を検討すること。 

 

⑦ 自粛ムード・行動変容によって売り上げが激減した事業所、店舗等において

は、一定の売上減少要件を設けた上で、テナント料金についての特例的補助

制度を講じること。 

 

⑧ 厚生労働省が実施する「新型コロナウイルス感染症対策のためのテレワーク

コース」に県として上乗せし、空室が増加しているホテル・旅館をテレワー

ク利用する際の支援として、宿泊事業者のWi-Fi環境等の整備費用補助や、

企業側への室料補助を早急に事業化し、ホテル等を活用したテレワークが容

易になるように取り組むこと。 

  



 

５【雇用維持の課題】 
 

① 職場環境の整備と「感染者や濃厚接触者」が出た際の対応マニュアルの作成

事業者は、労働者が新型コロナウィルスに感染しないハード・ソフト両面に

わたる職場環境づくりに万全を期すとともに、感染者や濃厚接触者が出た際

の職場内の対応マニュアルやガイドラインを作成したうえで、労働者との情

報共有を図ることが重要になるため、県がその体制作りを主導すること。 

 

② 不当な解雇防止については、感染拡大の先行きが見えない中、派遣・契約社

員、臨時職員やパート待遇など弱い立場の労働者への不利益な扱いが増える

恐れがあるので、不当な解雇防止の徹底を図ること。 

 

③ 雇用調整助成金の速やかな支給ができるよう、窓口の増設や丁寧な対応を図

るとともに助成金に県独自の奨励金加算を検討すること。また「雇用保険被

保険者以外の労働者」への適用拡大を確実に実施するよう国に求めること。 

 

 

６【事態収束後の景気課題】 
 

① 新型コロナウィルス感染収束後に、地域振興に資する全ての経済効果に繋

がるための、割増付地域振興券や地域宿泊券の発行を行うこと。 

 

② 観光業関連を喚起させる対策として、東北の旅行喚起に繋がる旅行プラン

等への補助金や支援策を講じて旅行業・宿泊業への支援を速やかに行うこ

と。 

 

③ 国内景気が一気に回復することが難しい中で、地域毎の景気対策を講ずる

ことが必要である。その上で、県主導による県内景気回復を目的とした各

種イベントの開催の検討、また、各自治体が企画する景気回復事業への支

援策を講ずること。 

 

④ 新型コロナウィルス感染拡大に伴い、営業休止や大幅な売上減少を余儀な

くされた県内中小・小規模事業者の事業継続に対し、一時給付を活用して

事業継続できるよう企業応援給付金(仮称)の制度創設を検討すること。 

 


